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協議事項（１）

令和９年度 臨床研修医の募集定員配分

協議資料１
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臨床研修医の募集定員配分

○ 臨床研修の必修化後、研修医の募集定員が研修希望者の1.3倍を超える規模まで拡大し、
 研修医が都市部に集中する傾向が続いたため、Ｈ２２年度研修から都道府県別の募集定員上
 限が設定された。

○ 研修希望者（グラフ緑）は増加傾向にあるが、募集定員（グラフ青）は横ばい（H31以降は微減）
 であり、定員倍率は縮小している。

○ 県内臨床研修病院の定員は、本協議会の意見を踏まえ、県が決定することとされている。
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臨床研修医の募集定員配分

○ 全国の募集定員（左図）は毎年減少しており、Ｒ９年はＲ元比で約10%減少。

○ 本県の定員（右図）もおおむね毎年減少しており、本県の令和９年度の定員上限は１２６人
（前年比 ▲１人）。各病院への配分が難しくなっているところ。
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令和９年度 臨床研修医の募集定員配分（案）

○ 例年同様のルール（以下１～３）に基づき、下表のとおり定員を設定したい。

[ルール１] ①大学病院の小児科・産婦人科の特別コース（４名）、県立中央病院の自治医大卒医師（２～３（人数分）名）を配分
②過去５年間（R4～R8）の平均マッチング者数（A）を保証  ※小数点以下切り上げ

[ルール2] [ルール１]で、募集定員が１名以下となった病院は定員を２名とする
[ルール3]   定員の残数は、過去５年のマッチング状況等を考慮し配分  ※必要に応じて、採用実績（Ｂ）定着率(Ｃ)や特記事項(Ｄ)を参照
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基礎研究医プログラムの募集定員配分

○ 大学病院においては、通常の臨床研修プログラムとは別に、基礎医学に意欲がある学生を
対象とした臨床研修と基礎研究を両立できる「基礎研究医プログラム」を設置することが可能
（令和４年度～）

○ 令和７年１０月、県に対して、金沢大学附属病院および金沢医科大学病院より、令和９年度から
基礎研究医プログラムを設置する旨の届出があり、国に情報提供を行った。

○ 令和８年２月、国より、金沢大学附属病院・金沢医科大学病院ともに令和９年度の定員を１名
とする旨の通知があったため、規定に則り、本協議会に諮るもの。
※定員は、通常の臨床研修プログラムとは別枠で設定され、各大学病院で原則１名と規定されている。

【基礎研究医プログラムの概要】

○直近５年間の研修医の採用実績が平均20人以上の基幹型臨床
   研修病院である大学病院（本院に限る）
○基幹型臨床研修病院の開設者は、基礎研究医プログラムの開始  

年度の前々年の10月31日までに、都道府県知事に届出
○プログラムは以下の要件を満たすものであること
(ⅰ) プログラム開始時に、所属する基礎医学の教室を決定し、

オリエンテーションを行うこと
(ⅱ) 選択研修期間に、16週以上、24週未満の基礎医学の教室に

所属する期間を用意すること
(ⅲ) 基礎医学研修を開始する前に、臨床研修の到達目標の到達度

の評価を行うこと
(ⅳ) 臨床研修後、４年以内を目処に、作成した基礎医学の論文を、

病院の研修管理委員会に提出すること
(ⅴ) 臨床研修修了後に、プログラム修了者の到達目標の達成度と

臨床研修後の進路を管轄する地方厚生局に報告すること
○募集定員は、原則１人 ※科研費等の金額が多い場合は２人以上可

【全国の定員配分（R9）】
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４月

４月～６月頃

定員案を国へ報告し、
結果を各病院に通知

基礎研究医プログラムの研修医の募集及び採用の決定
（金大、医科大のみ）

６月頃 研修医マッチング登録開始

９月頃 研修医マッチング中間結果公表

１０月頃 研修医マッチング結果公表

３月 Ｒ１０定員案を本協議会で協議

（参考）令和８年度の臨床研修の募集等に関するスケジュール

○ Ｒ８年度のスケジュールは以下のとおり。（基礎研究医プログラム関連以外は例年同様）

Ｒ８年度の予定

＜臨床研修プログラムの作成＞

臨床研修病院は以下２点を
４月中に県へ提出
※様式等は県より別途送付

①年次報告（Ｒ７年度分）
②プログラム変更（Ｒ９年度分）

※研修医マッチングについては、Ｒ7年度のスケジュールを参考として記載

基礎研究医プログラムは、
通常の臨床研修プログラムのマッチ
ングに先行して、研修医の募集及び
採用の決定を行うことができる。
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協議事項（２）

国の「医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケージ」
に係る経済的インセンティブ（国庫補助事業）の実施

石川県健康福祉部
地域医療政策課

協議資料２
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本日は、令和6年12月に国が策定・公表した「医師偏在の是正に向け
た総合的な対策パッケージ」のうち、

➢  重点医師偏在対策支援区域として選定する医療圏

➢ 当該区域において実施する経済的インセンティブ(国庫補助事業)
①診療所の承継・開業支援事業

②医師の勤務・生活環境改善のための施設整備事業

③医師の勤務・生活環境改善のための代替医師確保支援事業

④派遣元医療機関支援事業

についてご協議いただきたいと考えております。

本日ご協議いただきたい事項
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R6.12.25策定・公表

医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケージ（概要）



医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケージ（抜粋）
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医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケージ（抜粋）

厚生労働省から具体の候補区域として
「能登北部」の提示あり(R7.1.22)
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医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケージ（抜粋）

6

医療保険者等からの拠出金を財源とした「医師手当事業」については、令和10年度中の開始に向け、国において制度設計
等の議論が進められています。制度の詳細が示されましたら、改めて協議させていただきます。
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①診療所の承継・開業支援事業(概要)



支援対象
医療機関

標榜
診療科

事業区分
承継・開業
（予定）時期

補助内容
総事業費
（千円）

補助率
補助金額
（千円）

備考

（医）きのした
きのしたクリ

ニック
（輪島市）

内科 承継 令和8年4月

①
施設
整備

・病床数：0床
 ・構造：木造
 ・整備面積：150㎡

53,250 1/2 26，625

舩木クリニック
を承継予定

②
設備
整備

・内視鏡
 ・大腸カメラ
・採血機械

16,500 1/2 8,２５０

③
定着
支援

年間診療日数
 240日

12,675 2/3 8,450

柳田温泉医院
（能登町）

内科
外科

整形外科
承継 令和9年3月末

②
設備
整備

携帯型X線撮影装置 15,950 1/2 7,975
施設整備は
なりわい補助
金を活用

①診療所の承継・開業支援事業（活用意向）

令和８年度に能登北部医療圏内で本事業を活用する意向のある医療機関は以下の
  とおり。

＜事業計画内容＞

※国がR9年度以降も本事業を継続する場合、2者とも「③定着支援」を活用する意向であり、本県としても支援予定
※

8
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参考データ
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二次医療圏別の人口10万人対診療所数の将来推計

南加賀

能登中部

能登北部

・「医師・歯科医師・薬剤師統計(R4)」の医師数を基準に、 診療所内で最も若い医師が80歳になれば診療所を廃止すると仮定

・過去5年間（R2～R6年度）で新規開設・事業承継（と思われる開設者変更）があった診療所の医師数と新規開設等時の年齢に、人口減少率を加味

  して新規参入数を推計
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②医師の勤務・生活環境改善のための施設整備事業(概要)

国から制度の詳細（実施要綱等）が示されましたら、医療機関の意向を確認のうえ、改めて協議させていただきます。
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③医師の勤務・生活環境改善のための代替医師確保支援事業(概要)

国から制度の詳細（実施要綱等）が示されましたら、医療機関の意向を確認のうえ、改めて協議させていただきます。
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④派遣元医療機関支援事業(概要)

国から制度の詳細（実施要綱等）が示されましたら、医療機関の意向を確認のうえ、改めて協議させていただきます。

特定機能病院（大学病院等）は対象外



•  厚生労働省からは、重点医師偏在対策支援区域の候補区域として能登北部が提示されており、
また、人口10万人あたりの診療所の将来推計を踏まえ、本県において医師偏在指標が最も低い二次
医療圏である能登北部を「診療所の承継・開業支援事業」の重点区域として選定することとしたいと
考えております。

•  能登北部においては、２つの医療機関が令和8年度に「診療所の承継・開業支援事業」の活用を
希望していることから、これらを本事業の支援対象に選定することとしたいと考えております。
【支援対象医療機関】
①きのしたクリニック ②柳田温泉医院

→重点区域・支援対象医療機関の選定にあたっては、地域医療対策協議会と保険者協議会での協議が必要となっており、
 保険者協議会については、令和7年11月10日の保険者協議会において協議済

•  「診療所の承継・開業支援事業」以外の他の経済的インセンティブに係る重点区域や支援対象医療
機関の選定については、制度の詳細が示されてから、医療機関の意向を確認のうえ、改めて協議させ
ていただきます。
※重点医師偏在対策支援区域については、事業ごとに定めてよいこととされており、
・「診療所の承継・開業支援事業」の区域を能登北部に定めた場合でも、
・たとえば「医師手当事業」の区域を別の地域に定めることも可能

 とされています。
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お諮りしたい事項
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報告事項（１）

令和８年度 金沢大学医学類特別枠・自治医科大学

卒業医師の配置

報告資料１
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（1）修学資金の概要

金沢大学医学類特別枠について

○ Ｈ２１年度より金沢大学医学類特別枠の学生に対し、卒業後９年間知事が指定する
 公立病院等で勤務すると返済が免除される石川県緊急医師確保修学資金を貸与。

○ 自治医科大学卒業医師に加え、Ｈ２９年より臨床研修を終えた特別枠医師が順次、
 勤務を開始。令和７年３月で１期生３名、２期生４名が９年間の勤務を修了。

貸与対象者：金沢大学医学類特別枠の医学生で、本県の地域医療に

貢献する強い意思を持っている者

貸与人数：Ｈ21年度 ５人 Ｈ22年度～ 各１０人

Ｒ ３年度 ７人 Ｒ ４年度～ 各１０人

貸 与 額 ：年額2,400千円（月額200千円） ※総額14,400千円

貸与期間：６年間（大学入学から卒業まで）

返還免除：大学卒業後、金沢大学附属病院で２年間の臨床研修を行い、

その後７年間知事が指定する公立病院等に勤務した場合、

修学資金の返還を免除

（３） 派遣先一覧（H30～R7）

（２） 派遣人数の推移（H30～R7）

累計
（H30～

R7）

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

珠 洲 市 総 合 病 院 28 2 3 2 2 4 7 5 3

市 立 輪 島 病 院 21 2 2 2 4 3 2 2 4

公立宇出津総合 病院 18 2 2 2 3 2 3 2 2

公 立 穴 水 総 合 病 院 20 1 2 2 3 3 3 3 3

87 7 9 8 12 12 15 12 12

町 立 富 来 病 院 5 0 0 0 1 1 1 1 1

公 立 能 登 総 合 病 院 26 1 0 1 3 2 5 5 9

公 立 羽 咋 病 院 6 0 0 0 2 1 2 1 0

町 立 宝 達 志 水 病 院 0 0 0 0 0 0 0 0 0

恵 寿 総 合 病 院 9 0 0 0 0 0 0 5 4

46 1 0 1 6 4 8 12 14

公 立 河 北 中 央 病 院 2 0 0 0 0 1 0 1 0

金 沢 市 立 病 院 5 0 0 0 1 1 2 1 0

公立松任石川中央病院 6 0 0 1 2 2 0 1 0

公 立 つ る ぎ 病 院 0 0 0 0 0 0 0 0 0

13 0 0 1 3 4 2 3 0

能 美 市 立 病 院 6 0 0 0 0 1 0 3 2

小 松 市 民 病 院 37 0 0 2 3 8 6 7 11

加 賀 市 医 療 セン タ ー 16 0 0 0 1 1 5 4 5

59 0 0 2 4 10 11 14 18

こ こ ろ の 病 院 7 0 1 0 0 1 2 2 1

金 沢 大 学 附 属 病 院 74 0 6 15 6 12 11 13 11

県 立 中 央 病 院 27 2 2 1 3 2 3 7 7

金 沢 医 療 セ ン タ ー 17 1 3 1 4 3 3 1 1

125 3 12 17 13 18 19 23 20

330 11 21 29 38 48 55 64 64合 計

病院名

能 登 北 部 計

能 登 中 部 計

石 川 中 央 計

３ 次 病 院 計

南 加 賀 計
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能登北部医療圏への派遣状況

○ 能登北部医療圏の常勤医師の総数は、Ｈ３０年をピークに減少しているが、Ｈ２９年より臨床
 研修を終えた特別枠医師が順次、能登北部医療圏等で勤務を開始しており、特別枠医師は
 増加している（Ｒ７時点で５０名が勤務）。

○ 近年は、自治医科大学卒業医師とあわせ、特別枠の増加により、能登北部４病院（輪島、
 珠洲、穴水、宇出津）に一定数（約２０名）の医師を安定的に派遣している。（Ｒ７年は約４割
 が特別枠・自治医の医師）
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能登北部4病院の常勤医師数の推移

特別枠・自治医（能登北部派遣） 能登北部4病院 （出典）石川県地域医療政策課調べ（各年4月1日時点））
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金沢大学医学類特別枠・自治医科大学 卒業医師の派遣

○ Ｒ８年度の派遣は次のとおり、能登北部には２３名を派遣。
※ 臨床研修医を除く

※ 臨床研修医を除く

うち特別枠 うち自治医

珠 洲 市 総 合 病 院 7 5 2

市 立 輪 島 病 院 9 6 3

公 立宇 出津 総合 病院 3 2 1

公 立 穴 水 総 合 病 院 4 3 1

23 16 7

町 立 富 来 病 院 2 1 1

公 立 能 登 総 合 病 院 10 10 0

公 立 羽 咋 病 院 0 0 0

町 立 宝 達 志 水 病 院 1 0 1

恵 寿 総 合 病 院 2 2 0

15 13 2

公 立 河 北 中 央 病 院 0 0 0

金 沢 市 立 病 院 0 0 0

公立松任石川中央病院 2 2 0

公 立 つ る ぎ 病 院 1 0 1

3 2 1

能 美 市 立 病 院 2 2 0

小 松 市 民 病 院 8 8 0

加 賀 市 医 療 セン タ ー 5 5 0

15 15 0

こ こ ろ の 病 院 0 0 0

金 沢 大 学 附 属 病 院 11 11 0

県 立 中 央 病 院 8 2 6

金 沢 医 療 セ ン タ ー 2 2 0

21 15 6

77 61 16合 計

南 加 賀 計

３ 次 病 院 計

病院名

R8派遣者数

能 登 北 部 計

能 登 中 部 計

石 川 中 央 計

うち特別枠 うち自治医

珠 洲 市 総 合 病 院 7 4 3

市 立 輪 島 病 院 7 4 3

公立宇出津総合 病院 3 2 1

公 立 穴 水 総 合 病 院 4 3 1

21 13 8

町 立 富 来 病 院 2 1 1

公 立 能 登 総 合 病 院 8 8 0

公 立 羽 咋 病 院 0 0 0

町 立 宝 達 志 水 病 院 2 0 2

恵 寿 総 合 病 院 4 4 0

16 13 3

公 立 河 北 中 央 病 院 0 0 0

金 沢 市 立 病 院 0 0 0

公立松任石川中央病院 0 0 0

公 立 つ る ぎ 病 院 1 0 1

1 0 1

能 美 市 立 病 院 2 2 0

小 松 市 民 病 院 11 11 0

加 賀 市 医 療 セン ター 5 5 0

18 18 0

こ こ ろ の 病 院 1 1 0

金 沢 大 学 附 属 病 院 11 11 0

県 立 中 央 病 院 12 7 5

金 沢 医 療 セ ン タ ー 1 1 0

25 20 5

81 64 17

南 加 賀 計

３ 次 病 院 計

石 川 中 央 計

合 計

病院名
R7派遣者数

能 登 北 部 計

能 登 中 部 計
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来年度の予定

○ Ｒ８年度は、夏頃にＲ８年度派遣先について、各病院の意見聴取を行い、本協議会にて
  派遣数(概要）を協議する予定。

Ｒ８年度の予定

８月

Ｒ８年度の派遣計画
を本協議会で協議

１月～２月

派遣先病院
を決定・内示

３月

派遣結果を
本協議会で報告

６月

派遣先病院
への聞き取り

４月 １１月

医局
への聞き取り
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報告事項（２）

金沢大学附属病院及び金沢医科大学病院から

地域病院への医師派遣予定

報告資料２
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金沢大学附属病院及び金沢医科大学病院から地域病院への医師派遣予定

○ 石川中央医療圏地域医療構想調整会議（R6.12.2開催）において、委員から以下の意見があった

○ 2040地域医療構想では、「急性期拠点機能を有する病院」や「高齢者救急等機能を有する病院」等に分化して
いくことが見込まれ、今後、大学病院から急性期拠点機能を担うことになる病院を中心とした医師派遣等の支
援について協議を行うことも想定される

○ また、大学病院改革ガイドライン（R6.3文科省）では、大学病院から地域の医療機関への医師派遣について、診
療科ごとの判断等によるのではなく、病院長のマネジメントの下で行われるべきものとされている

○ 医療法には、地域医療対策協議会において協議を行う事項として、「医師の派遣に関する事項」が規定

⇒こうした状況を踏まえ、金沢大学附属病院及び金沢医科大学病院のご協力の下、各診療科の医師派遣予定
を調査いただいたので、その結果を報告させていただく

大学病院からの医師派遣は、地域の病院の診療機能に大きな影響がある。今は医局と病院が１対１で交
渉しているため、診療科ごとの判断となっているが、病院全体での派遣調整がなされるよう、事前の調整
の場を持つことはできないか



報告事項（３）

医療従事者の確保

報告資料３
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○ 奥能登では、能登半島地震の影響等により医療従事者の離職が続いていることから、県では、
医療従事者の確保に取り組んでいくこととしており、関係者の皆さまのお力添えをよろしくお願い
いたします。

○次ページ以降では、
・本県（特に能登北部）の現状と
・令和８年度から実施する新たな施策
についてご紹介させていただきます。

医療従事者の確保

-2-



標準化医師数(人) 医師偏在指標 全国順位 区分

全国 323,700 255.6 － －

石川県 3,291 279.8 9位／47 医師多数県

南加賀 416 202.9 148位／330 －

石川中央 2,529 328.0 28位／330 医師多数区域

能登中部 245 196.8 173位／330 －

能登北部 101 151.7 287位／330 医師少数区域

医師少数区域・医師多数区域等の設定（R2）

標準化分娩取扱
医師数(人)

分娩取扱医師偏在指
標

全国順位 区分

全国 9,326 10.5 － －

石川県 90 10.8 16位／47 －

南加賀 10 4.9 247位／258 相対的医師少数区域

石川中央 68 13.4 38位／258 －

能登中部 10 11.4 78位／258 －

能登北部 1 4.4 249位／258 相対的医師少数区域

（産科）

標準化小児科
医師数（人）

小児科医師偏在指標 全国順位 区分

全国 17,634 115.1 － －

石川県 175 123.8 15位／47 －

南加賀 22 84.3 231位／303 相対的医師少数区域

石川中央 135 128.7 71位／303 －

能登中部 14 142.0 38位／303 －

能登北部 5 151.3 26位／303 －

医師偏在指標

（小児科）

（全体）

⚫ 医師偏在指標によれば、本県は医師多数都道府県に区分されるものの、医師少数区域や不足感の
強い診療科は依然としてあり、地域偏在・診療科偏在の解消に向けた取組みが引き続き必要。

【医師】
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H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30 R2 R4 R6

（全国）

（石川県）

（人口10万人あたり）

（石川中央）

（能登中部）

（南加賀）

（能登北部）

人口10万人あたり医療施設従事医師数

⚫ 人口10万人あたり医療施設従事医師数について、二次医療圏別で見ると、各医療圏とも増加傾
向にあるが、石川中央以外は全国値を下回っている状況にある。

【医師】

-4-



H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7
H30～R７

平均

1
内科 39 40 40 33 45 32 33 28 36.3 

救命救急科 2 0 2 0 4 2 2 3 1.9 

総合診療科 1 0 2 0 1 0 1 1 0.8 

2

外科 6 18 4 16 11 13 7 7 10.3 

小児科 4 3 2 6 4 2 1 8 3.8 

産婦人科 8 3 5 2 6 4 2 7 4.6 

麻酔科 4 7 8 10 7 3 5 2 5.8 

脳神経外科 2 4 3 2 3 4 3 6 3.4 

3

整形外科 8 10 10 12 11 7 8 12 9.8 

精神科 9 9 9 9 10 7 8 9 8.8 

泌尿器科 4 5 6 6 5 1 2 1 3.8 

皮膚科 2 2 5 3 7 6 6 7 4.8 

耳鼻咽喉科 3 6 6 6 3 3 0 6 4.1 

眼科 6 5 5 6 7 2 2 11 5.5 

放射線科 6 3 0 2 5 6 3 6 3.9 

形成外科 4 5 6 3 1 3 1 1 3.0 

病理診断科 1 0 0 1 0 2 2 1 0.9 

臨床検査科 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 

リハビリ科 1 2 0 1 1 0 0 0 0.6 

合 計 110 122 113 118 131 97 86 116 101.0

診療科別専攻医の採用数

（出典）石川県健康福祉部地域医療政策課調べ
（出典）医師・歯科医師・薬剤師統計

本県における診療科別の専攻医採用数の推移

⚫ 救命救急科や総合診療科は新規参入（専攻医数）が限られている。
⚫ 医師不足診療科では、麻酔科を除き、横ばい・やや減少傾向にある。
⚫ その他診療科では、精神科・放射線科、泌尿器科・皮膚科は医師数が増加し、整形外科・

眼科は横ばい、耳鼻咽喉科はやや減少している。

精神科

放射線科

皮膚科

麻酔科

小児科

内科

整形外科

耳鼻咽喉科

眼科

泌尿器科

産婦人科

外科

脳神経外科80

90

100

110

120

130

140

150

160

H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30 R2 R4

本県における診療科別の医師数推移

（H16を100とした場合）
精神科

放射線科

皮膚科

麻酔科

小児科

内科

整形外科

耳鼻咽喉科

眼科

泌尿器科

産婦人科

外科

脳神経外科

【医師】
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市町別・年代別の歯科医師数

⚫ 能登北部の歯科医師数は、令和７年度時点で25人

⚫ このうち、60歳以上の歯科医師が７割以上を占めており、高齢化が顕著

令和７年度 輪島市 珠洲市 穴水町 能登町 計

～49歳 １人 ０人 ０人 １人 ２人

50～59歳 ３人 ０人 ０人 １人 ４人

60～69歳 ３人 ４人 ３人 ２人 １２人

70歳～ ３人 １人 １人 ２人 ７人

計 １０人 ５人 ４人 ６人 ２５人

（出典）石川県健康福祉部医療支援課調べ（R7年12月1日現在）

【歯科医師】
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⚫ 能登北部は、半数以上が60代以上。新規参入がなければ、歯科医師数及び人口10万人対の歯科医師数は減少

していく見込みである（注：将来推計人口は震災前に試算されたものを利用）。

⚫ 輪島市でも、震災を契機に若手歯科医師（40代,60代）が廃院。

➣南歯科医院2名（R6.5月加賀市に移転）、いわい歯科医院（R7.1月白山市に移転）、北野歯科医院（廃止予定）
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能登北部における歯科医師数の推移予測

能登町

穴水町

珠洲市

輪島市

10万人対の歯科

医師数

歯
科
医
師
数
（
人
）

人
口1

0

万
人
対
の
歯
科
医
師
数
（
人
）

33

25

18

10

歯科医師数の将来推計（能登北部・市町別）

（参考）石川県健康福祉部医療支援課作成
・2020年の年齢別歯科医師数をベースにして、一定の仮定（①新規参入なし、②75歳で退職）の下に
将来の歯科医師数を推計

【歯科医師】
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【参考】歯科医師数の将来推計（能登北部・年代別）
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（参考）石川県健康福祉部医療支援課作成
・2020年の年齢別歯科医師数をベースにして、一定の仮定（①新規参入なし、②75歳で退職）の下に
将来の歯科医師数を推計

【歯科医師】
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珠洲市総合病院歯科口腔外科の診療体制について

⚫ 震災前、珠洲市では5か所の歯科診療所が開設していたが、震災による設備損壊等により診療を停止し、市内の歯科需要

を賄うには不十分な状況となったため、R7.5月に珠洲市総合病院に歯科口腔外科を開設した。

⚫ 現在は3か所の歯科診療所が再開しているものの、うち2か所は診療時間が午前のみで、市内の歯科需要を賄い切れておらず、

また、珠洲市総合病院歯科口腔外科は、開設後予約で一杯の状況であったため、R8年度より診療日等を拡大することとした。

令和7年度 令和8年度

診療日 週3日（水木金） 週5日（月～金）

診療時間
9:00～15:00

※金曜のみ14:30まで
9:00～16:00

歯科医師数

非常勤3名
水：地元歯科医師1名
木：地元歯科医師1名
金：金大歯科医師1名

常勤1名＋非常勤2名
月～金：金大歯科医師（常勤）1名
※水木は地元歯科医師（非常勤）各1名も診療

歯科衛生士数 常勤3名 常勤3名

その他
歯科衛生士は珠洲市が行う乳幼児健診や

園児への歯磨き指導等に出務
歯科衛生士は珠洲市が行う乳幼児健診や

園児への歯磨き指導等に出務

（出典）石川県健康福祉部医療支援課調べ（R8年3月時点）

【歯科医師】
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能登北部４病院・年代別の薬剤師数

⚫人口10万人あたり医療施設従事薬剤師数について、二次医療圏別で見ると、能登中
部・能登北部が全国値を下回っており、能登北部が最も少ない。

⚫奥能登４病院における薬剤師の状況を見ると、
・ 年齢別では、50代以上が６割以上を占めており、高齢化率が高い
・ 一部の病院においては、若い世代の確保が難しく、将来的な業務継続が危ぶまれる。

石川県健康福祉部薬事衛生課調べ（R8年2月時点）

総
数

年代別 R8.4採用予定

20代 30代 40代 50代 60代～

珠洲市総合病院 7 1 0 3 2 1 新卒1名
（珠洲市修学資金）

輪島病院 4 0 0 0 3 1

宇出津総合病院 3 0 1 0 0 2 新卒1名
（県共育プログラム生）

穴水総合病院 4 0 1 0 1 2

(金大病院から出向)

(医科大病院から出向)

(※60代はいずれも雇用延長)

薬剤師数 人口10万人対

南加賀 114 52.3

石川中央 499 69.2

能登中部 47 43.5

能登北部 21 40.9

石川県 681 62.0

全国 63,290 51.1

医師・歯科医師・薬剤師統計（R6年12月時点）
石川県の人口と世帯（R6年10月時点）

＜医療圏別 医療施設従事薬剤師数＞ ＜奥能登４病院における薬剤師の状況＞

【薬剤師】
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能登地域の病院の薬剤師の確保について

〇 薬剤師が不足する能登地区等における病院薬剤師の確保を目的として、
    大学病院と能登地域の病院の双方で就業しながら専門資格を取得できる
    人材育成プログラムを実施
〇 金沢大学附属病院と公立宇出津総合病院
    金沢医科大学病院と公立穴水総合病院

基幹病院 地域病院

採用

※ 今般、金沢大学附属病院において、第1期プログラム生１名を採用。令和７年４月から着任

➣ 地域連携共育プログラムの概要

金沢大学附属病院 公立宇出津総合病院

６～９年間、双方の
病院で勤務（半分以上は地域

病院）し、専門資格を取得

※プログラム満了後、 奨学金の返済を
支援（最大240万円/人）

金沢医科大学病院 公立穴水総合病院

が連携してプログラムを実施

【薬剤師】
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能登北部における看護師数等について
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人口10万人対

全国比

石川県

看護師・准看護師数

人口10万人対

全国比

＜①医療圏別看護師・准看護師数＞
（単位：人）※R6年末

➀ 人口10万人あたり看護師等数について、二次医療圏別に見ると、能登北部のみ全国平均を下回っている(R6年末時点)。
② 能登北部における看護師等数の推移を見ると、

・ 29歳以下 ：奥能登４病院に就職する県修学資金（特別枠、H19～）により増加傾向
・ 30～49歳：減少傾向（新規採用が特別枠中心、義務年限後の離職なども影響か）

・ 50歳以上 ：増加傾向だったが、震災後に大きく減少
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②能登北部における看護師・准看護師数の推移

29歳以下

30～49歳

50歳以上

751 742
786

763

613

【看護師】
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令和８年度における県の看護師関連事業の概要

◆看護の魅力啓発
○中・高校生に対する普及啓発
・看護師の仕事や養成校の概要などを
まとめたガイドブックのデジタル化（中・高）

・現役の看護師や看護学生を講師とした
看護の魅力講演会の開催（高）

○一般県民に対する普及啓発
・看護の日(5/12)を中心とした各種
イベントの開催（ふれあい看護体験、
中高生対象の出前授業の実施など）

◆看護師等修学資金の貸与

○能登北部公立４病院に就業希望の看護学生等

への修学資金

・新規（特別枠：２０名、一般枠：１５名）

◆新卒看護師の県内就業の促進

○学生を対象した就職情報交換会の実施

◆看護師等養成所への支援

○運営費の補助

◆看護教員の資質向上の推進

○現任看護教員研修の実施

◆新人看護職員への支援
○新人看護職員研修経費への補助
・自施設及び他施設職員の受入研修への支援

  ○新人看護職員研修への支援
・教育担当者研修
・実地指導者研修
○アドバイザー派遣による研修体制構築支援
・研修体制に不安や課題のある施設に対する
指導・助言

◆医療機関の勤務環境改善の促進
○先行事例の紹介などの普及啓発や
アドバイザー派遣等による支援

◆病院内保育所への支援
○運営費の補助

◆看護師資質向上研修の実施
○中堅や管理者などキャリアステージに応じた研修の実施

金沢循環器（慢性心不全）、恵寿総合（脳卒中）、こ病（認知症）、
医科大（摂食・嚥下障害）、看護大（皮膚・排泄ケア）、県中（感染管理）

◆特定行為研修への支援
○特定行為研修に係る受講経費への補助など

◆認定看護師の資格取得に対する助成
○高齢者及び急性期医療の分野を対象とした必要経費に対する補助
①皮膚・排泄ケア ②緩和ケア ③訪問看護 ④摂食・嚥下障害看護
⑤脳卒中看護 ⑥心不全看護 ⑦クリティカルケア
⑧小児プライマリケア⑨新生児集中ケア

◆看護キャリア支援センター（県立看護大）との連携
〇「災害実践看護学」寄附講座開設

◆ナースセンターの運営
○離職時届出制度による離職者の状況把握と支援
・届出者に対する再就業情報の提供、個別相談、
技術セミナーの開催

○未就業看護職員への就業斡旋・相談（ナースバンク）
・ハローワークでの就業希望者に対する相談・指導

 ○能登プロジェクト応援看護師への支援
・マッチング、支度金支給、広報、交流会開催、
サポート職員配置

○訪問看護の支援
・フォーラム開催による普及啓発
・キャリアに応じた研修の実施
○看護補助者の活用促進
・ナースバンク等を活用した求職者の掘り起こし 等

◆未就業看護職員再就業支援研修の実施
○就業前の研修機会を設け、知識・技術の再習得を支援

人材育成 定着促進

資質向上再就業促進

学齢期 看護学生 新人期

中堅期 看護管理者・ベテラン期

新

拡

【看護師】
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奥能登公立4病院の医療従事者数（社会福祉士や調理師を含む）

医師・
歯科
医師

看護師 助産師
看護
補助者

薬剤師
理学
療法士

作業
療法士

言語
聴覚士

診療
放射線
技師

臨床
検査
技師

臨床
工学
技士

管理
栄養士

臨床
心理士

視能
訓練士

歯科
衛生士

社会
福祉士

調理師

①R5年7月 54 360.4 9 54.3 20.5 28 12 3 22.4 22.2 3.9 12.8 - - - - -

②R6年7月 50 322.7 4 49.9 20 26 13 3 19.3 18 1 11 - - - - -

③R7年4月 50 317.2 1 51.7 17 23 13 3 19.8 18.5 1 10 ０ 2 4 6 33.4

③ー① ▲４ ▲43.2 ▲8 ▲2.6 ▲ 3.5 ▲ 5 1 0 ▲ 2.6 ▲ 3.7 ▲ 2.9 ▲ 2.8 - - - - -

奥能登公立4病院の医療従事者数の推移

奥能登公立4病院の年代別の医療従事者数 (R7年４月）

（出典）石川県健康福祉部地域医療政策課調べ（R7年4月の医療従事者数）
医師・歯科医師は常勤職員数、それ以外の医療従事者数は常勤換算を記載、助産師数は、主に助産師業務に従事する者の数とカッコ内に有資格者数を記載

医師・
歯科
医師

看護師 助産師
看護

補助者
薬剤師

理学
療法士

作業
療法士

言語
聴覚士

診療
放射線
技師

臨床
検査
技師

臨床
工学
技士

管理
栄養士

臨床
心理士

視能
訓練士

歯科
衛生士

社会
福祉士

調理師

～29歳以下 11 81 0（0） 0.8 2 6 5 0 2 2 0 3 ０ 0 1 0 0

30～34歳 11 30.9 0（3） 1 0 6 1 0 0 1 1 2 0 0 0 0 0.8

35～39歳 4 28 0（0） 4.4 0 4 1 0 0 1 0 1 0 1 0 0 0

40～44歳 3 23 0（1） 5.6 2 1 4 1 3.8 3 0 0 0 0 0 4 1

45～49歳 4 47.1 0（0） 10.9 3 0 1 0 4 2 0 3 0 0 1 0 2

50～54歳 7 41.8 0（1） 4.7 3 1 0 1 4 3 0 1 0 1 2 2 5.6

55～59歳 3 32.8 1（1） 10.9 2 5 1 1 5 0.5 0 0 0 0 0 0 7.4

60歳～ 7 32.6 0（4） 13.4 5 0 0 0 1 6 0 0 0 0 0 0 16.6

計 50 317.2 1（10） 51.7 17 23 13 3 19.8 18.5 1 10 0 2 4 6 33.4

（出典）病床機能報告制度（R5年7月及びR6年7月の医療従事者数）、石川県健康福祉部地域医療政策課調べ（R7年4月の医療従事者数）
医師・歯科医師は常勤職員数、それ以外の医療従事者数は常勤換算を記載

⚫ 震災後、離職者が増加しており、ベテランの従事者が多い職種も少なくなく、今後、一定の退職も想定される。
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奥能登医療支援医師修学資金貸与事業費

事業概要
総合診療医・救急医を目指す医学生等に対し、修学資金を貸し付けることにより、奥能登地域の医療

を支える医師の確保を図る
※対象診療科：（産科・小児科）H18～ （麻酔科）H20～ （外科）H22～ （総合診療科・救急科）R8～

予算額：4,800千円

対 象 者 総合診療科・救急科を目指す大学生(５～6年生)・大学院生

貸 与 額 年額2,400千円以内（最大2年間） 定員2名

返還免除 臨床研修修了後の6年間のうちに、知事が指定する医療機関(※)において、貸与期間と同期間勤務した場合に
返還を免除 (※)総合診療科：奥能登４病院 救急科：県立中央病院

事業の必要性

⚫ 急速な高齢化に伴う複数疾患を有する高齢者等の増加を見据え、幅広いケガ・疾病を診察できる
総合診療医のニーズは全国的に高まっている

⚫ ドクターヘリ基地病院である県立中央病院において、救急医を確保し、奥能登からの急性期患者の
搬送体制を構築することも重要

総合診療医・救急医の養成・確保が急務

貸付金の内容

【医師】
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内 容：①応援看護師に対して「支度金」の支給

→条件：３カ月以上の継続した勤務 支給額（基本）200千円、１年間継続で追加 100千円支給

②応援看護師間の交流会を開催し情報交換及びレクリエーション等の地域交流を通してメンタル支援を実施

、

能登プロジェクト応援看護師支援事業費

事業概要

復興期の医療ニーズの変化に対応するため、即効性のある看護師確保策が必須

（300千円×20人）

予算額：8,000千円

⚫ 発災直後、熊本県の取組を参考に、県看護協会が全国から応援看護師を募集し、能登の医療機関に就業斡旋する
プロジェクトを開始
→＜採用実績＞実績R6：21人採用、R7：4人採用、就労中：7人 就労予定：1人（R8.2.28時点）

⚫ 発災直後は、患者の減少に伴い病棟も減らして運用しており、看護師の減少に対応できたが、現在は、患者が戻ってきて
 いる一方で、看護師の離職は止まらず、医療体制を支える上で即戦力の応援看護師は発災直後以上に必要な状況

→＜４病院看護部長の声＞「看護師の離職が止まらない」「次年度はさらに減る見込み」「応援看護師しか確保する手段がない」

⚫ 応援看護師からは、「給料の減少や二拠点生活による出費の増加が負担」 、「他の応援看護師の状況を知りたい・身近
に相談できる人が欲しい」等の声があり、経済的支援や精神面のサポートが必要な状況

現状と課題

③市町と連携し生活・暮らしをサポートする職員の配置

【看護師】
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医療従事者奨学金返還助成事業費

事業概要

医療従事者の確保に向けては、4市町において、これまでも修学資金の貸与等により取り組ん
できたところであるが、能登半島地震の影響等により医療従事者の離職が続く中、奥能登４病
院に従事する即戦力かつ若手の医療従事者を確保するため、奨学金の返還助成事業を創設

※若干名の採用で充足する職種のうち、不足している職種・数に対して、県・市町が連携してスポット的に対応

  【助成対象】 養成施設在学中に奨学金を借り受けた者のうち、奥能登４病院に就業を希望

する医療従事者

＜対象職種＞薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、診療放射線技師、臨床検査技師、臨床工学技士、管理栄養士 等

【助 成 額】 ① 奨学金の返還総額のうち、採用予定日現在の返還未済額

② 限度額：480万円

【助成内容】 採用された病院に1年間勤務するごとに最大120万円を支援(最長4年間)

【実施主体】 奥能登4市町・4病院 ＜負担割合：県1/2、採用市町1/2 ※県から採用市町へ1/2分を補助＞

奨学金返還助成の内容

予算額：5,000千円

いずれか少ない額
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